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太枠内のみ、ご記入ください       　　 　年　　  月　　　日

　　　 □法人　　□個人　

　 □運転　　□設備　

（R4.3　市原市作成）

順
番

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10 住民票または在留カードの写し等(個人事業者のみ)

11

12 許認可証　又は　宣誓書（建設業、飲食業）

13

14

15

16 建築確認済書

17

18

19

20

21

22

金融機関チェック者
(原則役職者が行う)

商工会議所使用欄

(商工会議所使用欄)　確認日：       　　　年　　　　月　　　　日　　　　　確認者：　

個人の場合

設備近代化 □ 都市計画図等

創業

□

写 セーフティネット保証対応資金のみ

書類名

□

金融機関

チェック

経営安定 □ セーフティーネット保証各号の認定書（市町村認定）

□

□

□

□

市
会議所

□

□ □

□

□

□ □

 市原市中小企業資金融資事業開始確認届出書（2号様式）□

創業計画書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　         

□

□

□

□

□

保証人等明細(保証人がいる場合)

□

□

源泉徴収票又は課税証明書等

□

□

□

□

□

創業資金の融資を受けた者が事業を開始したことを確認した時に
提出

新築及び１０㎡以上の増築の場合、用途地域確認のため

市原市中小企業資金融資申込書（１号様式） 写

市内で事務所等を有する個人事業主の住所地が他市の場合

信用保証依頼書

納税完納証明書（申請者　及び　連帯保証人）　 写

写

写

確定申告書

市内事業所等／小規模事業資金の場合、従業員数（　　　人）、
業況等は必須

写

信用保証委託申込書

写

写

写

写
対象業種を営む又は営もうとするものであって、設備投資先の用
途地域条件を満たしていることがわかるもの

写

車両購入の場合誓約書(市様式)

物件（工事、使用、設置など）の場所がわかるもの
不動産の場合、売買物件の資料

保証協会に提出したものの写し                                              

設備

写

原本

□

□

□

□

□

□

□

写個人事業の開業・廃業等届出書　　　　　　　　　　　　　　　　       　　　　

見積書、契約書等

写

写

商業登記簿謄本、履歴（現在）事項全部証明書(ネット謄本不可)

原本

市原市制度融資申込み書類のチェックシート

写
設備の詳細がわかるもの
（宛名／差出人捺印／有効期限内の確認）

共通

申請者又は連帯保証人が外国人の場合（在留期間確認）
商業登記簿謄本と現住所が異なる場合（住所のつながり確認）

保証協会の許認可業種の場合、保証協会に提出したものの写し      

写

年収、所有不動産明細、保有資産時価、預金、負債残高など

【法人の場合】年度新規申込時及び内容更新時
申請日から３ヶ月以内に発行された登記官印のあるもの
本店登記が他市の場合、市内に支店登記があること

案内図（動態図等）／金融機関受付印／具体的な資金使途(諸
経費支払不可)／保証対象業種／市内で事業を営む又は営もう
としている

適正な固定利率（　　　　％）／元金均等／責任共有の有無

原本
写

取扱金融機関名・本支店名

申請者

申込融資メニュー

【申込時の注意】　審査を速やかに行えるよう、必要書類にチェックの上、本シートを添付して、市原商工会議所へ提出してください。
　　　　　　　　　　　　下記のほか、必要に応じて別途書類を提出いただく場合があります。

 □債務残高の確認  □新規

金融機関担当者

□

印

印

事業を営んでいない個人であることがわかるもの

個人情報の取扱いに関する同意書(保証協会用の写しを添付)

申込人（企業）概要

個人事業の開業・廃業等届出書(右記に該当する場合)

種類

□

□

□ 申請日から1ヶ月以内に発行されたもの

写

包括同意型で既に提出済でも写しを添付すること写

写 【個人の場合】全頁の写し、直近1期分、年度新規申込時

新規の市制度融資申込者は企業沿革、代表者略歴等記載
すでに市制度融資利用時に提出済で変更ない場合は省略可
ただし、所有不動産の欄は記載

必須項目確認事項

□

□

□

□ 動態図（住宅地図）、公図・配置図(不動産等の場合)
不動産の登記簿謄本、不動産の売買契約書、重要事項説明書　等

□


